
 

１５.賃金改定状況 

 

① 賃金改定実施状況 

 

令和２年１月１日から令和２年７月１日までの間の賃金改定の実施状況については、全

産業で、「引上げた」とする回答が４５．２％（前年５７．９％）と最も多く、以下「未

定」が２２．５％（前年１５．４％）、「今年は実施しない（凍結）」が２１．０％（前

年１４．１％）と続いている。 

 

第 38図表 賃金改定実施状況（業種別） 
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第 39図表 賃金改定実施状況（従業員規模別） 
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② 改定額・率 

 

令和２年１月１日から令和２年７月１日までの間に賃金改定を実施した事業所の改定後

の平均所定内賃金（加重平均）では、全産業で 266,253円となり、平均改定額は 3,931円

（前年額 6,091円：対前年比 2,160円減）、平均改定率は１．５０％（前年２．３６％）

となっている。 

 

第 40図表 賃金改定額・率（令和２年１月１日～令和２年７月１日）（加重平均） 
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一方、賃金を「引上げた」または「７月以降に引上げる予定」と回答した事業所につい

て、賃金改定の内容を尋ねたところ、全産業で「定期昇給」が６３．９％で最も多く、以

下「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」３１．０％、「諸手当の改定」  

１２．２％と続く結果となった。 

 

第 41図表 賃金改定の内容（複数回答） 
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さらに、賃金を「引上げた」または「７月以降に引上げる予定」と回答した事業所につ

いて、賃金改定の決定要素をみると、全産業で「企業の業績」が６８．３％で最も多く、

以下「労働力の確保・定着」５１．７％、「世間相場」２２．３％と続く結果となった。 

 

第 42図表 賃金改定の決定要素（複数回答、上位比率５項目） 
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